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「ウクライナ紛争から見えてきた国連の抱える課題」へのコメント 

―国連システムの意思決定への市民社会の参加拡大の視点より― 

中村長史 

（東京大学大学院総合文化研究科・教養学部附属教養教育高度化機構） 

 基調講演でご指摘の「国連の抱える課題」、「必要な改革の方向性」ならびに「改革

における日本の役割」のいずれにも基本的に賛同

 本日の役割に鑑み、市民社会、特に日本社会の国連理解をめぐる問題に絞って議論

 市民の正確な国連理解なくして意思決定への参加拡大も改革の遂行も困難。では、

どのようにすれば正確な理解を促せるか。2 つのパターンを検討する

1. 日本社会における国連理解

 日本人の国連への好感度低下  e.g. Pew Research Center 調査（後掲）

①高い期待が裏切られたパターン、②もともと期待していないパターン

 「北朝鮮核開発問題における無力」仮説（「加盟国の国連」への批判 e.g.安保理）

「コロナ対応における無力」仮説（「国際公務員の国連」への批判 e.g. WHO）

⇒《過大評価による幻滅》に陥っている可能性 ＊ロシア・ウクライナ紛争が助長

 「旧敵国条項」仮説

⇒《過小評価による無視》に陥っている可能性 ＊日本の人権状況をめぐる勧告が助長

2. 「等身大の国連」理解へ(Ⅰ)：《過大評価による幻滅》の回避

 国連が抱える原理的なトレードオフを把握する必要

 「国家からの自立性」（主権国家の意思から独立して機関としての意思決定を行なうこと）

と「国家への拘束力」（機関として決定した意思に主権国家を拘束させること）

 高い自律性×低い拘束力：国連事務局など

低い自律性×高い拘束力：国連安保理など

高い自律性×高い拘束力：超国家機関にならない限り不可能

 トレードオフを考慮してもなお批判すべき点は批判し改善する必要

3. 「等身大の国連」理解へ(Ⅱ)：《過小評価による無視》の回避

 国連の地道な取組みを把握する必要

 問題が生じたときにだけ国連に関心が集まるという選択バイアス

＊加盟国が非難回避のため国連へ責任転嫁する傾向

 人権、開発、環境等の分野ではもちろん、安全保障分野でも、大国が関与しない紛

争への対応等で一定の成果  cf. 藤原帰一「時事小言」『朝日新聞』2023 年 3 月 15 日 
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